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■継続的な経営課題の解決支援を通じて、
　お客さまの成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、「公庫のＤＮＡ」（①財務書類の精査、②お客さまとの対話、③現場に足を運ぶこと）を発揮し、 「往診型のホー
ムドクター」として、対話を通じて個々の企業の経営課題を把握し、お客さまが発展していくために必要な情報の提供や、経営
に関するアドバイスを継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国6.2万先のお客さまの情報をデータベース化した独自
のシステムを構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お客さまをバックアップしています。
　また、ご相談内容に応じて、連携する外部専門家への橋渡しも実施しています。

「往診型のホームドクター」として経営課題の解決を支援

中小企業事業の顧客支援サービス

 お　客　さ　ま

対話を通じた各種ニーズへの
対応・課題解決支援

公庫職員

「公庫のＤＮＡ」

「往診型のホームドクター」

財務書類
の精査

お客さま
との対話

現場に
足を運ぶ

定期的な訪問でお客さまを診察（課題把握）し、お客さまの状態に応じて
適切な診断（解決策提示）を行うことのできる身近で頼りになる存在

顧客支援
ツール等

外部
ネットワーク等

●わかりやすい企業診断

●ＳＷＯＴ分析

●事業承継診断

●ビジネスマッチング

●M＆Aニーズの引き合
　わせ支援

●全国オンライン商談会
　等

●中小企業支援実施機関

●経営革新等支援機関

●税理士・公認会計士等

●中小企業診断士等

提案
アドバイス相談提供 紹介

連携

相談

令和3年度実績

主要なもの 件数

わかりやすい企業診断 42,923件

ビジネスマッチング 953件

情報提供・外部ネットワークの活用

経営課題の解決支援
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顧客支援ツール

　中小企業事業のお客さま6.2万先のデータに基づく同業者
比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加価
値分析など、お客さまの財務を多面的な角度から分析する「わ
かりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事業
を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明確化
したＳＷＯＴ分析により、お客さまの経営戦略策定をサポート
しています。

　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」等を発行し、お客さま
に役立つ情報を随時ご提供しています。

●経営情報
　中小企業施策や企業経営に役立つトピックス等をとりまと
め、広くPRするためのリーフレットです。

●JFC中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事(有効事例)を通じて経
営課題解決の一助としていただくツールです。

●事例集
　お客さまが、公庫制度（海外展開・事業再編資金、企業再
建資金等）を活用し、事業の成長・発展、再生を実現した事
例を収録しています。

わかりやすい企業診断

SWOT分析

経営に役立つ情報の提供

わかりやすい企業診断

SWOT分析表

経営情報

JFC中小企業だより

事例集

-

- 65

60

7289

45

65

780

825

90

1,670 100

9370

55

88

55

1,120

65

120

66

90

55

44

4

48 860

8120

46

955

115

80

48

52

4.8

950

100

46

20

140

865

1,005

0.5

75

66

37

51

625

855

815

40

925

1,480

80

885

45

100

45

6

61

32

55

1,105

45

1,600

2,075100.0

66.0

6.0

5

65037.1

28.3

100.0

71.7

30.8 555 32.5

10

100.0 2,425

1,245

1,750

875

4

54

42

52

675

6.1

3.2

115

60

8.9

8.9

865

20013

49

910

6.4

670

4.4

5.0

105

155

155

55

42

58

51533

55

69.2

100.0

1,255

495

1,800

7

100

6867

45

1,580

35.8

88 114 90

100

1,025

87

275475

50

102

100100

7568

205

370

780

64.2

35.8

2,740

32.1

342

419

710

100.0 100.0 1,129

62.9

63 68 1,570 1,540

2,300 100100

100.02,650100.0

1,790

980

2,690

24

100.02,670

1,785

895

48 780 54

46

55

1,76066.41,805

5.9

60

6.2

31.0

33.6

20 1.3

70

835

905

30.3

37.1

327

45

32.7

3.1

40

85

35

1,405

170

55

44

0.9

1.9

48

48

275

548

636925

865

805

60

15

512

44

39

1,151100

21

3.9

53

30.1

32.4

67.6

55

75

43

39

10

2,330

12

39

614

23

270

49

910

281,150

20

4096

120

121

785

86032.5

0.6

155

70

360

0.7

100

2.2

1,255

200

160

1,325

1,060

1,005

55 150

1,355

100 2,155

44

65

1,370

235215

1,180

725 32 700

815

67.9

100.0

1,720 67.5

2,535

0.2

1.4

30.8

35 2.8

29.6

825

1,210

60

645

67.5

4.3 105

33.3 770

1,375

1,875100.0

36.0

653.5

66.31,265

33.7

60

1,165

3.8

180

58

9

6.2

840

1,58069

84

1,110

2,280

9

0

1,030 990 980 42 975

145

2.6

165

52

1,300 58

420 340

57

2.1

46

10

100

80

121 107 109

45

6.1

54

14580

60

54

106

345

155

350

105

500

86

2,240

45

1,235

45

62

45

415

34.0

1,780

31.8

75

410

68

610

690

700

1,620

45

1,815

730685

2.3

2.51.0

平成3
0年3月

Global

Challenge

事業資
金相談

ダイヤル

0120-
154-5

05（行こ
うよ！

公 庫）

https:
/ /www

. jfc.go
. jp/

本店：〒
100-00

04

東京都千
代田区大

手町1-
9-4

お問い
合わせ

窓口詳しく
は日本

公庫 中
小企業

事業の
窓口ま

たは事
業資金

相談ダ
イヤル

にお問
い合わ

せくだ
さい。

外貨貸付
を活用し

て為替リ
スクを低

減

スタンド
バイ・ク

レジット
（SBLC

）制度

メイン銀
行と連携

したスタ
ンドバイ

・クレジ
ット制度

を活用し
て為替リ

スクを回
避

海外展開
・事業再

編資金

海外展開
・事業再

編資金（
外貨貸付

）
海外展開

・事業再
編資金を

活用して
輸出を強

化

1
2
3

成長する
海外市場

、日本公
庫ととも

に挑戦す
る中小企

業

新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
展
望
。

活
躍
の
場
を
海
外
へ
。

Global

Challen
ge

海外展開
支援事例

11.7

11.2

12.5

11.2

9.7

10.2

7.37.1

11.2

12.512.3

10.2

12.8

11.2

34%

100

10.5

12.9

2% 14%

127

12.9

7.0

10.9

10.7

124122

2%14%34%

「経営情報」に関するご意見・ご要望等ございましたら、中小企業事業の窓口までお問い合わせください。

発行：日本政策金融公庫　中小企業事業本部　顧客支援室　ホームページ https://www.jfc.go.jp/

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が期待し

難い中、ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するために中小

企業等の事業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を促すことが重要です。

　そのため、新規事業分野への進出等の新分野展開、業態転換、事業・業種転換、

事業再編又はこれらの取組みを通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲

を有する中小企業等の挑戦を支援します。

　《補助対象要件》

①　申請前の直近６ヵ月間のうち、任意の３ヵ月の合計売上高が、コロナ以前の同

３ヵ月の合計売上高と比較して10％以上減少している中小企業等。

②　自社の強みや経営資源（ヒト・モノ等）を活かしつつ、経産省が示す「事業再構

築指針」に沿った事業計画を認定支援機関等と策定した中小企業等。

　《成果目標》
　事業終了後３～５年で、付加価値額の年率平均3.0％（一部5.0%）以上増加、又は

従業員一人当たり付加価値額の年率平均3.0％（一部5.0％）以上の増加を目指します。

中小企業等事業再構築促進事業【令和２年度補正】

ミラサポplusを活用した補助金情報の検索

　「ミラサポplus」（https://mirasapo-plus.go.jp/）は、中小企業・小規模事業者の皆さま

を対象とした様々な国や自治体の支援措置をより「知ってもらう」「使ってもらう」ことを目

指した中小企業向け補助金・総合支援サイトです。支援制度や活用事例を簡単に検索でき、

電子申請までをサポートしています。

　「新型コロナ対策サポートナビ」では、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受ける

事業者の方々向けに、自社の事業規模や相談内容に応じて支援策を検索・閲覧できるよう

まとめられています。是非、ご活用ください。

「新型コロナ対策サポートナビ」

登録は60秒！

無料の会員登録で、最新の支援制度情報を

受け取りましょう！

・登録情報に応じてお勧めの支援施策等を表示！

・電子申請で入力する基本情報等の保存や外部

システム（E-tax、Jグランツ等）からのデータ

取り込みも可能！

・簡易な経営診断で他社との比較もできる！

⑵　サプライチェーン効率化型

　幹事企業等（大企業を含む）が主導し、中小企業等が共通システムを面的に導入

し、データ共有・活用することでサプライチェーンを効率化する取組み等を支援

します（連携体は10者まで）。

　人口減少による国内市場の縮小や、新型コロナウイルスによる事業へのダメージ

が継続する中、海外展開や新事業展開により新たな需要を獲得する事が極めて重要

となっています。

　個社型については、海外展開やそれを見据えた全国展開、新たなインバウンド需

要の獲得のために、新商品・サービスの開発・改良、ブランディングによる新規販

路開拓等の取組みを中小企業者等が行う場合、その経費の一部を補助します。

JAPANブランド育成支援等事業

令和３年度中小企業関係補助金のポイント

（令和２年度補正予算関連等を含む）

　令和３年度における経済産業省関連予算案のうち「地域・中小企業・小規模事業者関係」のポイント

は、①事業継続や事業再構築の後押し、②事業承継・引継ぎ・再生等の支援、③生産性向上による成長

促進、④経営の下支え、事業環境の整備、⑤災害からの復旧・復興、強靱化となっています。

　本号では、これらの中から一部をご紹介しますが、各地自治体においても地域の事情に応じて様々な

支援メニューが用意されています。詳しくは、国や自治体の施策が簡単に検索・比較検討できる、イン

ターネットサービス「ミラサポplus」でご確認ください。

事業継続や事業再構築の後押し

経 営 情 報
2021.２.25No.425

（注）本号に掲載されている補助金情報は、発行時点のものです。最新の情報は中小企

業庁のホームページまたは「ミラサポplus」等でご確認ください。

令和３年度税制改正のポイント本号では、令和３年度（2021年度）税制改正の概要について中小企業経営に関連する項目を中心に

ご紹介します。

主な改正内容
１.【創設】中小企業の経営資源の集約化（Ｍ＆Ａ）に資する税制の創設

２.【拡充・延長等】様々な中小企業の設備投資支援を強化
３.【創設】カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設

４.【創設】ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制の創設
１．【創設】中小企業の経営資源の集約化（Ｍ＆Ａ）に資する税制の創設

2021.5.27
No.426

Ｍ＆Ａによる規模拡大を通じた中小企業の生産性向上と、増加する廃業に伴う地域の経営資

源の散逸回避の双方を実現するため、経営資源の集約化を促進する税制が創設されます。

対
象
者

中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画（※）の認定を受けた中小企業者等（青

色申告法人）（※）「事業承継等事前調査」（デューデリジェンス）に関する事項が記載されたものに限る

ポ
イ
ン
ト

以下の３つの税制をセットで適用可能とするもの（各制度の概要は下図のとおり）

①Ｍ＆Ａの効果を高める設備投資減税
②雇用確保を促す税制③新たに創設される中小企業事業再編投資損失準備金制度（準備金の積立と損金算入）

制度概要

2021年版中小企業白書
のポイント

2020年の我が国
経済は、新型コロ

ナウイルス感染症
（以下、「感染症」

という。）の世界的
な流行に

より未曾有の事態
が生じました。感

染症により中小企
業を取り巻く環境

は大きく変化し、
業績の悪化が

広くみられる中で
、資金繰り支援策

の効果などにより
倒産は低水準にと

どまっています。
一方、今後も

感染症の影響によ
る厳しい状況が続

くと見込まれる中
、危機を乗り越え

ていくためには、
事業環境の変

化を転機と捉え、
変化に合わせた経

営戦略を立ててい
くことが重要です

。

今回の中小企業白
書の第１部では、

感染症の影響を踏
まえた中小企業の

動向に加え、労働
生産性や開

廃業の状況などに
ついて分析を行っ

ています。第２部
では、中小企業に

おける財務・収益
の状況把握や

経営戦略の見直し
などの取組みにつ

いて分析をしてい
ます。加えて、事

業継続力の強化や
更なる成長・

発展のための、デ
ジタル化、事業承

継、Ｍ＆Ａなどに
関する取組みにつ

いても分析を行っ
ています。

本号では、その中
から、中小企業の

動向、危機を乗り
越えていくために

必要な中小企業の
取組み、デ

ジタル化推進によ
る業務変革、Ｍ＆

Ａを通じた経営資
源の有効活用につ

いてご紹介します
。

中小企業の動向

2021.6.29

No.427

中小企業の業況判
断DIは、2009年以

降総じて緩やかな
回復基調にあった

ものの、2019年

に入ると米中貿易
摩擦の影響による

外需の落ち込みな
どで低下傾向に転

じた。2020年に入
る

と感染症流行によ
る経済社会活動の

停滞により、第２
四半期はリーマン

ショック時を超え
る

大幅な低下となっ
た。その後は２期

連続で持ち直した
ものの、再度の感

染症流行の拡大に
よ

り2021年第１四半
期は再び低下に転

じている。

事業承
継・引

継ぎ支
援セン

ターを
ご活用

くださ
い

令和３
年度か

ら、従
業員承

継や第
三者承

継の支
援を主

に実施
してい

た「事
業引継

ぎ支援
センタ

ー」の

業務に
、親族

内承継
の支援

を実施
してい

た「プ
ッシュ

型事業
承継高

度化事
業（事

業承継
ネット

ワーク
）」

の業務
が追加

され、
新たに

「事業
承継・

引継ぎ
支援セ

ンター
」が誕

生しま
した。

新セン
ターは

、事業
承継（

主に親
族への

承継）
や後継

者不在
等によ

り事業
の存続

に課題
を抱え

る中小

企業・
小規模

事業者
の相談

全般に
対応す

ること
で、円

滑な事
業のバ

トンタ
ッチを

サポー
トし、

次世代
へ

の経営
資源の

スムー
ズな承

継を支
援して

います
。

本号で
は、こ

の「事
業承継

・引継
ぎ支援

センタ
ー」の

概要に
ついて

ご紹介
します

。

１. 事
業承継

・引継
ぎ支援

センタ
ーとは

2021
.12.1

6

No.4
28

事業承
継・引

継ぎ支
援セン

ターは
、国が

設置す
る事業

承継に
係る公

的相談
窓口で

、事業
承

継（主
に親族

への承
継）や

後継者
不在等

により
事業の

継続に
課題を

抱える
中小企

業・小
規模

事業者
を支援

してい
ます。

具体的
には、

親族へ
の承継

を検討
する事

業者に
対して

は、事
業承継

計画の
策定支

援を通
じ

て、具
体的な

行動を
示した

ロード
マップ

を後継
者とと

もに検
討して

いきま
す。

また、
後継者

不在等
の事業

者につ
いては

、譲受
候補先

とのマ
ッチン

グや、
Ｍ＆Ａ

に精通
し

た専門
家（Ｍ

＆Ａ専
門業者

を含む
。）の

紹介等
、後継

者探し
のサポ

ートを
行って

います
。こ

の他に
も、「

何から
準備し

たら良
いかわ

からな
い」等

、事業
承継や

事業引
継ぎに

関する
様々

な課題
につい

ての相
談を受

けてい
ます。

令和
４年
度中
小企
業関
係補
助金
のポ
イン
ト

(令和
３年
度補
正予
算関
連等
を含
む)

令和
４年
度に
おけ
る経
済産
業省
関連
予算
案の
うち
「中
小企
業・
小規
模事
業者
関係
」の
ポイ
ント
は、

①感
染症
の影
響に
より
厳し
い状
況に
ある
方々
の事
業や
生活
・暮
らし
の支
援、
②事
業再
構築
・承
継・
再生

を目
指す
事業
者の
後押
し、
③生
産性
向上
によ
る成
長促
進、
④取
引環
境の
改善
を始
めと
する
事業
環境
整備

等、
⑤安
全・
安心
を確
保し
た社
会経
済活
動の
再開
、⑥
災害
から
の復
旧・
復興
とな
って
いま
す。

本号
では
、こ
れら
の中
から
一部
をご
紹介
しま
すが
、各
地自
治体
にお
いて
も地
域の
事情
に応
じて
様々
な

支援
メニ
ュー
が用
意さ
れて
いま
す。
詳し
くは
、国
や自
治体
の施
策が
簡単
に検
索・
比較
検討
でき
る、
イン

ター
ネッ
トサ
ービ
ス「
ミラ
サポ
plu
s」
でご
確認
くだ
さい
。

感染
症の
影響
によ
り厳
しい
状況
にあ
る方
々の
事業
や生
活・
暮ら
しの
支援

20
22
.２
.24

No
.42
9

事業
復活
支援
金【
令和
３年
度補
正】

新型
コロ
ナウ
イル
ス感
染症
によ
り大
きな
影響
を受
ける
事業
者（
中堅
・中
小・
小規
模事
業者
、

フリ
ーラ
ンス
を含
む個
人事
業者
）に
対し
て、
地域
・業
種を
限定
しな
い形
で、
事業
規模
に応

じた
事業
復活
支援
金を
給付
しま
す。

《対
象者
》

新型
コロ
ナウ
イル
ス感
染症
の拡
大や
長期
化に
伴う
需要
の減
少又
は供
給の
制約
によ
り大
き

な影
響を
受け
、自
らの
事業
判断
によ
らず
に令
和３
年1
1月
～令
和４
年３
月の
いず
れか
の月
の

売上
高が
、平
成3
0年
11月
～令
和３
年３
月ま
での
間の
任意
の同
じ月
の売
上高
と比
較し
て、

50％
以上
又は
30％
以上
50％
未満
減少
した
事業
者

《給
付上
限額
》

売上
高減
少率

個人
事業
者

法人

年間
売上
高

1億
円以
下

１億
円超
～５
億円
以下

５億
円超

▲5
0％
以上

50万
円

100
万円

150
万円

250
万円

▲3
0％
以上

50％
未満

30万
円

60万
円

90万
円

150
万円

（注
）本
号に
掲載
され
てい
る補
助金
情報
は、
発行
時点
のも
ので
す。
最新
の情
報は
中小

企業
庁の
ホー
ムペ
ージ
また
は「
ミラ
サポ
plu
s」
等で
ご確
認く
ださ
い。
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　中小企業事業では、面談を通じて把握したお客さまの販路開拓ニーズや仕入・外注先開拓ニーズ等に対し、独自のマッチン
グ検索システムも活用して、業種・地域・製商品等を絞り込み、6.2万先のお客さまの中からニーズに適合しそうなマッチン
グ候補先を選定する等、お客さま同士の引き合わせをハンズオンで支援しています。
　また、全国オンライン商談会の開催等、お客さまに対するマッチングの場の提供にも力を入れています。

マッチングサービス

【希少な型式の大型機械の修理をサポートした事例】
・Ａ支店の担当者は、金属加工メーカーのB社（西日本に所在）から、「自社の希少な型式の大型機械が故障したが、近隣の地域に
修理できる企業がいないため、全国から探してほしい」との依頼を受け、独自のマッチング検索システムを活用し、C支店のお客
さまであるＤ社（東日本に所在）を選定のうえ、担当者に連絡しました。
・C支店担当者が、D社に対し面談希望の有無等を打診したところ、「是非一度話をしたい」との回答があったため、両社の引き合
わせに向けてサポートした結果、両社の商談が成立。B社は大型機械を無事修理することができました。

マッチングスキーム

公庫職員
（Ａ支店）

公庫職員
（C支店）

両社の引き合わせを実現

B
社

D
社

連携
面談希望確認

面談希望伝達

相談

条件確認（ニーズ深掘り）

　中小企業事業では、コロナ禍の影響により、新たな販路の
拡大やサプライチェーンの再構築等、マッチングニーズが多
様化する中、お客さまのビジネスチャンス拡大を支援するため、
令和4年2月14日（月）～18日（金）の5日間にわたって、「全国オ
ンライン商談会」を開催しました。　
　昨年度初めてオンライン形式の商談会を開催しましたが、
今回は、前回の商談形式を踏襲しつつ、バイヤーとして大手
企業だけでなくお取引先中小企業や海外現地法人も募集した
結果、参加企業数・商談件数ともに前回比大幅に増加しまし
た。
　また、開催後に行った参加企業（セラー）からのアンケートでは、

「商談成立先もしくは今後も商談を継続予定先あり」との回答
が88.6％にのぼる等、実効性のある商談が行われ、参加企業
から高い満足度を得ることができました（注1）。

（注1）�同アンケートにおいて、96.0％が商談会へ参加した感想として「大変良かっ
た」または「良かった」と回答

商談会当日のイメージ

Microsoft Teams

商談をサポート商談をサポート

日本公庫職員

オンライン商談セラー バイヤー

全国オンライン商談会

マッチング事例

開催データ
今　回 前　回

会　期 令和4年2月14日～18日 令和3年3月8日～12日

開催／商談形式 オンライン／個別面談形式 オンライン／個別面談形式

参加企業数（注2）
セラー 505社（全都道府県から参加） 331社

バイヤー 106社（うち海外現地法人５社） 35社

延べ商談件数（注2） 725件 424件

（注2）事前に商談予約のあった参加企業数及び同商談件数


	経営課題の解決支援
	情報提供・外部ネットワークの活用


